
 

地中熱関連補助事業は、地中熱の有効利用を通じた事業を支援するものです。 

 今般、事業者の方等を対象とした説明会を下記のとおり開催致しますので、事業の利用等を検討

されている方はご参加ください。参加をご希望される場合は、申込書をＦＡＸまたは E-mail にて、

お申し込みください。 

１．開催日時・場所 

①日 時 平成 24 年 4 月 9日(水曜日)14:00～16：00 受付開始 13:30～ 

②場 所 ホクト文化ホール 2F 小会議室 

長野県長野市若里１丁目１−３  ＴＥＬ：026-226-0008 

２．プログラム 

平成 26 年度 環境省補助事業説明会 

14：00～14：10 挨拶 長野県地中熱利用促進協議会 会長 高橋作夫 

14：10～14：20 挨拶 ＮＰＯ法人地中熱利用促進協会副理事長 高杉真司 様 

14：20～14：45 「長野県環境エネルギー戦略について」（仮） 

  長野県環境部環境エネルギー課 課長  長田敏彦 様 

14：45～15：30 「地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業」について 

環境省水・大気環境局地下水地盤環境室 室長補佐 米山 実 様 

15：30～15：55 質疑応答 

15：55～16：00 閉会挨拶 長野県地中熱利用促進協議会 副会長 小林和人 

16：00～16：45 個別相談（ご希望の方） 

３．参加申し込み 

所定の申込用紙にて、下記までお申し込みください。 

FAX:0267-56-3522 

E-mail：kyogikai@geo-nagano.jp 

※参加申込み締切日：４月４日（金）必着 

申込先着順で定員になり次第締め切らせていただきます。 

４．お問い合わせ先 

長野県地中熱利用促進協議会・事務局(担当：飯島、小宮山) 

TEL:0267-56-1299 

平成 26 年度 環境省補助事業説明会のご案内 



 

 

 

長野県地中熱利用促進協議会・事務局 行き 
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■申込日   平成２６年   月   日 

 

 

■連絡先 

 

組織名  

電 話  
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■参加者 

 

お名前 所属・役職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必要事項をご記入の上、ＦＡＸ または E-mail にて、お申し込みください。 

平成２６年度 環境省補助事業説明会・参加申込書 



（新）地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業 

１，６００百万円（ ０百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課 

水・大気環境局地下水・地盤環境室 

自然環境局自然環境整備担当参事官室 

１．事業の必要性・概要 

東日本大震災以降、分散型、自立型、災害に強い等の特徴を有する再生可能エ

ネルギーの推進は、温室効果ガス排出量の削減、エネルギーセキュリティーの確

保を同時に実現することが可能な施策として期待されている。 

我が国は世界第３位の地熱資源国であるとともに全国に約 28,000 の温泉があ

り、地熱エネルギーの有効利用は極めて重要である。また、外気温との温度差を

利用した地中熱利用の普及促進を一層図っていく必要がある。しかしながら、地

熱・地中熱等を利用した取組は、二酸化炭素の排出削減の観点から非常に有効で

あるものの、ポテンシャルを十分に有効活用している状況ではない。 

このため、地域特性を活かすとともに環境に配慮した地熱や地中熱等の利用を

促進し、地域のニーズや特性に適した環境保全型低炭素社会を構築していく。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 環境配慮型の地熱利用を推進するため、地盤環境保全モニタリングと組み合わせ

た地中熱利用や開発済みの熱源を優先的に活用する温泉熱利用等を支援。 

（１）地熱・地中熱等利用事業の事業化計画策定 

地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱等を利用し、環境に配慮し

つつ低炭素社会の構築に資する事業の基本設計調査、熱需要調査、事業性、資

金調達等、具体的な事業化計画の策定を支援 

（補助先・補助率）地方公共団体 定額（１，０００万円上限） 

民間事業者等 ２／３ 

（２）地熱・地中熱等利用事業 

地方公共団体や民間事業者等による地熱・地中熱等を利用し低炭素社会の構

築に資する発電、熱利用・供給設備等、集中管理システム、計測・モニタリン

グ装置等付帯設備の導入を支援 

（補助先・補助率）地方公共団体 １／２、２／３ 

民間事業者等 １／３、１／２、定額 

 

３．施策の効果 

地域特性の一つである熱資源の段階利用による地域の低炭素化 

環境に配慮したエネルギーの地産地消による自立分散型社会の構築 

地盤環境へ配慮した地中熱利用による、地盤環境の保全と熱利用効率の維持を

両立する事業の普及 
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（１）補助対象：①民間事業者等、②地方公共団体  
   補助割合：①2/3、②定額/1000万円上限 

（２）補助対象：①民間事業者等、②地方公共団体 
   補助割合：①1/2、1/3、モニタリング装置等 定額 
        ②1/2、2/3   

平成26年度予算（案）額 
 1,600百万円（新規） 

http://www.hiruko.co.jp/product1/yaneyusetu.html

